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のののの一部訂正一部訂正一部訂正一部訂正についてについてについてについて    

 

平成 25 年５月 10 日付「平成 25 年３月期 決算短信[日本基準]（連結）」について訂正が

ありましたのでお知らせいたします。 

 

１． 訂正の経緯  

訂正の経緯につきましては、平成 25 年 10 月 25 日付「不適切な会計処理が行われていた

可能性についてのお知らせ」および平成 25年 11 月 5 日付「社内調査委員会の調査報告書の

受領及び当社の対応について」にて開示しておりますので、ご参照ください。 

２． 訂正内容  

訂正箇所には下線を付して表示しております。  

 

 

以上 



【訂正後】

（百万円未満切捨て）

１．平成25年３月期の連結業績（平成24年４月１日～平成25年３月31日）

（注） 包括利益 25年３月期 百万円（ ％） 24年３月期 百万円（ ％）

（参考） 持分法投資損益 25年３月期 百万円 24年３月期 百万円

（参考） 自己資本 25年３月期 百万円 24年３月期 百万円

２．配当の状況

（注）平成25年３月期の期末配当については、本日（平成25年５月10日）公表いたしました「平成25年３月期配当予想の
修正（無配）に関するお知らせ」をご参照ください。

３．平成26年３月期の連結業績予想（平成25年４月１日～平成26年３月31日）

平成25年３月期 決算短信[日本基準]（連結）
平成25年５月10日

上場会社名 株式会社雪国まいたけ 上場取引所 東

コード番号 １３７８ URL  http://www.maitake.co.jp/

代 表 者 (役職名) 代表取締役社長 (氏名)  大平喜信
問合せ先責任者 (役職名) 取締役兼上席執行役員管理本部長 (氏名)  海野光夫 ＴＥＬ(025)778－0111
定時株主総会開催予定日 平成25年６月27日 配当支払開始予定日 ―
有価証券報告書提出予定日 平成25年６月28日
決算補足説明資料作成の有無 ： 無
決算説明会開催の有無 ： 無

(1）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年３月期 26,509 1.8 △211 － △1,124 － △1,795 －
24年３月期 26,042 △1.8 △2,917 － △3,757 － △2,504 －

△1,619 － △2,485 －

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
自己資本

当期純利益率
総 資 産
経常利益率

売 上 高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年３月期 △50 39 － － △103.8 △2.9 △0.8
24年３月期 △69 47 － － △60.5 △9.7 △11.2

－ －

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

25年３月期 38,415 910 2.2 23 93

24年３月期 39,503 2,672 6.6 73 14

852 2,606

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

25年３月期 974 △2,003 1,200 1,379
24年３月期 △491 △4,033 3,361 1,165

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当率

（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期 末 合 計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年３月期 － － 0  00 － － 10  00 10  00 133 － 8.7
25年３月期 － － 0 00 － － 0  00 0  00 － － －

26年３月期（予想） － － 0 00 － － 0  00 0  00 －

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 11,300 8.0 △1,220 － △1,620 － △1,640 －     03△46
通 期 29,000 9.4 1,600 － 800 － 1,000 －     0728



※  注記事項

(2）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(3）発行済株式数（普通株式）

（参考）個別業績の概要
１．平成25年３月期の個別業績（平成24年４月１日～平成25年３月31日）

（参考） 自己資本 25年３月期 百万円 24年３月期 百万円

２．平成26年３月期の個別業績予想（平成25年４月１日～平成26年３月31日）

※ 監査手続の実施状況に関する表示
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融

商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きは終了しておりません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想
の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「経営成績に関す
る分析」をご覧ください。

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） : 無

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 : 無
② ①以外の会計方針の変更 : 有
③ 会計上の見積りの変更 : 有
④ 修正再表示 : 無

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 25年３月期 株38,890,375 24年３月期 株38,890,375
② 期末自己株式数 25年３月期 株3,259,493 24年３月期 株3,259,453
③ 期中平均株式数 25年３月期 株35,630,904 24年３月期 株36,047,436

(1）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年３月期 24,846 1.9 △637 － △1,420 － △1,992 －

24年３月期 24,389 △1.1 △3,650 － △4,224 － △3,159 －

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

25年３月期 △55 93 － －

24年３月期 △87 64 － －

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

25年３月期 35,782 705 1.8 18 21

24年３月期 36,933 2,823 7.5 77 42

648 2,758

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 10,933 11.7 △1,565 － △1,572 － △44 12

通 期 28,216 13.6 600 － 903 － 25 34
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（１）経営成績に関する分析

①当連結会計年度の経営成績

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災の復旧・復興需要を背景に景気の緩やかな回復過程を辿り

ましたが、欧州債務危機を背景とした円高の長期化、日中ビジネスの冷え込み等、景気の先行きは不透明な状況が

続いてまいりました。一方、昨年12月の政権交代を契機とした金融緩和策の結果、円安及び株価の上昇が進み、輸

出企業を中心に業績回復の兆しが見られるようになりました。

しかしながら、当業界におきましては、こうした恩恵はまだほとんど見られず、デフレ下で一般消費者の財布の

紐は一層固くなり、食料品の低価格化が一段と進行すると共に、茸の需要期に異常な高温が続き、茸の需要にはず

みがつかない厳しい事業環境となりました。

このような状況の中、当社グループは、モノ作りの原点である高品質の商品をお客様へ提供することを第一優先

として、更なる品質改善に努めてまいりました。前々期開始しました、ぶなしめじの新菌による新生産体制は、

前々期から今上期まで当社に重大な損害を与えましたが、その原因となった菌及び生産設備の問題は、今下期には

解消し、本格的な増産体制が整い、ぶなしめじは過去最高の売上を記録しました。

また、もやし事業については、デフレ下で需要は堅調に推移いたしました。これに加えて、バングラデシュ人民

共和国で同国の貧困層の解消の一助になればと始めました、もやし原料の緑豆栽培は、大規模栽培に移行し、12月

にその緑豆の初輸入をいたしました。今後は、栽培面積の拡大により、同国の貧困問題の解決と、緑豆の安定調達

に努めてまいります。

カット野菜事業は、消費者の利便性への理解が進み、今後は更なる拡販のための体制づくりを迅速に進めてまい

ります。

その他食品事業のひとつである納豆事業に関しては、これまで培ってきた技術及び新たに導入した設備を活用

し、受託生産を含め売上を伸ばしました。

しかし、当社主力品であるきのこ３品は、販売数量は堅調に推移したものの、その販売単価は野菜単価の

下落に引きずられたこと及びその需要の増加が始まる９月～10月に異常な高温を記録したことにより、

販売単価が下落しました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は265億９百万円（前連結会計年度比1.8％増）、営業損益は２億11百万円

の損失（前連結会計年度は29億17百万円の損失）、経常損益は11億24百万円の損失（前連結会計年度は37億57百万

円の損失）となりました。

②セグメント別売上高

〔茸〕

国内の生茸の販売は、消費低迷の中、野菜の豊作や前述のとおり最需要期の秋口の異常な高温により、茸市場の

需要は収縮し、価格は平年を大きく下回る厳しい相場展開となりました。また、２月後半以降も昨年に比べ気温上

昇が進んだ為、価格の急激な下落が始まり、利益がとれない厳しい市況となりました。まいたけ、えりんぎに関し

ては前期並みの販売数量を確保したものの、価格下落が影響し、まいたけにつきましては売上高は92億24百万円

（前期比9.0％減）、えりんぎにつきましては売上高31億19百万円（前期比11.8％減）となりました。ぶなしめじ

に関しては増産体制が整った結果、前期に比べ販売数量は大きく伸長しましたが、販売単価は上述の市況の影響に

より、品質は改善したものの若干のアップにとどまり、損益改善に十分な貢献ができませんでした。ぶなしめじの

売上高は56億83百万円（前期比38.6％増）となりました。なお、ぶなしめじに関しては、２月に、「ゆったり、の

びのび」育てるように栽培方法を改良した従来よりボリュームのある「雪国しめじ恵み」を新発売しました。

国外の生茸につきましては、中国吉林省長春市においてえのき茸を製造・販売していますが、市場の一時的な

供給の過剰及び日中ビジネスの冷え込みにより売上高は減少しました。また、当連結会計年度第２四半期におい

て、合弁先の意向もあり、成都雪国高榕生物科技有限公司並びに上海高榕生物科技有限公司の２社に対する当社の

出資比率を、それぞれ45％から5％に引き下げました。

加工食品では、水煮の販売及び冷凍きのこの販売が増加しました。

以上により茸の売上高は198億68百万円（前期比1.7％増）となりました。

１．経営成績・財政状態に関する分析

事 業 の 種 類 金額（百万円） 前期比（％）

ま い た け 9,224 91.0

え り ん ぎ 3,119 88.2

ぶ な し め じ 5,683 138.6

そ の 他 生 茸 684 94.3

生 茸 計 18,712 101.2

加 工 食 品 1,155 111.6

茸 計 19,868 101.7

も や し ・ カ ッ ト 野 菜 4,437 100.8

そ の 他 食 品 1,355 110.9

食 品 計 25,661 102.0

そ の 他 847 95.4

合 計 26,509 101.8



〔もやし・カット野菜〕

前期震災復興需要があったもやしにつきましては、その反動で売上高は減少しましたが、カット野菜はその利便

性と環境にやさしい商品性に対する理解等の高まりにより、雪国やさい革命シリーズの主力商品である「きのこ

大好きもやしＭＩＸ」 「きのこ大好きキャベツＭＩＸ」「きのこ大好き白菜ＭＩＸ」「きのこ大好きニラ・も

やしＭＩＸ」の販売が好調に推移し売上高は30億24百万円（前期比11.2％増）と増加しました。

以上によりもやし・カット野菜の売上高は44億37百万円（前期比0.8％増）となりました。

〔その他食品・その他〕

その他食品においては、前述のとおり納豆の売上が大きく伸びたこと及び健康食品ではモンドセレクション

2011の金賞を受賞した「雪国まいたけが作った家族で飲める青汁」の販売が好調であったことにより、その他

食品の売上高は13億55百万円（前期比10.9％増）となりました。

その他の売上高は８億47百万円（前期比4.6%減）となりました。

③来期の見通し

来期の見通しにつきましては、震災復興需要並びに円安や株高の進行で、景気は緩やかな回復基調が見込まれる

一方で、雇用・所得環境は依然として厳しい状況が継続するものと思われます。

食品業界におきましては、引き続き消費者の節約・低価格志向が強く、企業間での厳しい価格競争が続くものと

見込まれます。また、円安に伴って重油・電力料金及び各種資材の値上がりが見込まれますのでこれらへの対応が

求められます。

当社グループは、２期連続の最終赤字を計上しましたが、競合メーカーに対し圧倒的に優位性のあるまいたけ

と、ようやく品質が改善したぶなしめじについては新栽培法により競合メーカーを上回る新商品「雪国しめじ恵

み」を開発しましたので、これら商品を中心に拡販すると共にカット野菜・もやしのマーケットシェアを一段と高

め、来期は大幅なV字回復を目指します。

更に、きのこ全般について商品構成の効率化による利益率アップに率先して取り組むと共に、営業については不

採算取引の見直し、新規取引先の開拓、販促費の効率的投入、物流費の大幅削減等を、生産については原材料の調

達コストの削減、生産の効率化等を敢然と実行し、経営体質の改善に努めてまいります。

以上のような取り組みを通じて、当社グループの次期の連結業績予想は、売上高290億円（当連結会計年度比

9.4％増）、営業利益16億円（当連結会計年度は２億11百万円の損失）、経常利益８億円（当連結会計年度は11億

24百万円の損失）、当期純利益10億円（当連結会計年度は17億95百万円の損失）を見込んでおります。

（２）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べて10億88百万円減少し384億15百万円となりました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べて２億98万円増加し88億23百万円となりました。これは主に、現金及び預

金が10億58百万円増加し、受取手形及び売掛金が３億66百万円、仕掛品が２億13百万円並びに商品及び製品が

１億17百万円減少したこと等によります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて13億65百万円減少し295億76百万円となりました。これは主に、投資そ

の他の資産「その他」に含まれる関係会社出資金が６億１百万円、建物及び構築物（純額）が４億96百万円及び繰

延税金資産が４億40百万円減少し、機械装置及び運搬具(純額）が２億63百万円増加したこと等によります。

負債の部では、流動負債が、前連結会計年度末に比べて34億84百万円増加し、201億49百万円となりました。こ

れは主に、短期借入金が35億97百万円増加したこと等によります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて28億11百万円減少し173億54百万円となりました。これは主に、社債が

14億84百万円、長期借入金が６億86百万円、リース債務が３億18百万円及び固定負債の「その他」に含まれる長期

未払金が２億71百万円減少したこと等によります。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて17億61百万円減少し９億10百万円となりました。これは主に、利益剰

余金が19億29百万円減少したこと等によります。



②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末と比較して２億13百万円増加し、

13億79百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは９億74百万円の収入（前連結会計年度は４億91百

万円の支出）となりました。これは主に、税金等調整前当期純損失11億86百万円（前連結会計年度は37億98百万円

の純損失）、減価償却費及びその他の償却費18億13百万円（前連結会計年度比32.3％減）、売上債権の減少額３億

99百万円（前連結会計年度は９億60百万円の増加）及びたな卸資産の減少額３億29百万円（前連結会計年度比

13.6％減）等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは20億３百万円の支出（前連結会計年度比50.3％

減）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出16億80百万円（前連結会計年度比59.8％減）、定

期預金の預入による支出８億24百万円、関係会社出資金の売却による収入５億23百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは12億円の収入（前連結会計年度比64.3％減）とな

りました。これは主に短期借入金の純増額32億25百万円（前連結会計年度比121.4％増）、セールス・アンド・

リースバックによる収入６億48百万円、社債の償還による支出14億87百万円（前連結会計年度比20.9％減）、割賦

債務の返済による支出４億19百万円（前連結会計年度比35.1％増）等によるものであります。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

(注１)いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

(注２)株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

(注３)キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

(注４)有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要政策として位置付け、利益配分につきましては業績や将来の事業

展開等を勘案した上で、安定的かつ継続的な配当を基本方針としておりますが、前期に引き続いて当期純損失を計

上したことに伴い利益剰余金がマイナスとなったことから、当期の配当につきましては、誠に遺憾ながら無配とさ

せて頂きます。

次期の配当につきましても無配とさせていただきますが、早期の復配を目指して全力を尽くす所存でございます

ので、今後とも一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期

自己資本比率                (％) 14.6 19.0 14.9 6.6 2.2

時価ベースの自己資本比率    (％) 32.2 53.1 49.2 30.6 25.5

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率              (年)
11.5 6.1 38.3 － 34.0

インタレスト・カバレッジ・

レシオ                      (倍)
3.2 5.9 1.3 － 1.4



当社グループは、株式会社雪国まいたけ（当社）と子会社10社及び関連会社３社で構成され、まいたけ・えりんぎ・

ぶなしめじの生産販売を主な事業とし、更にもやし・カット野菜・健康食品・納豆の製造販売、石油類の販売等を事業

としております。

当社グループの事業内容と当社及び子会社、関連会社の当該事業に係わる位置付けは次のとおりであります。

以上の当社グループの状況について、系統図を示すと次のとおりであります。

２．企業集団の状況

セグメント 内容

茸 まいたけ・えりんぎ・ぶなしめじ等、茸製品の製造、販売

もやし・カット野菜 もやし・カット野菜の製造、販売

その他 納豆、健康食品等の製造、販売



関係会社の状況

(注)１ 上記子会社のうち、㈱雪国商事、㈱雪国バイオフーズ、㈱トータク、雪国舞茸(長春)生物技術有限公司、ユキ

グニマイタケマニュファクチャリングコーポレーションオブアメリカは特定子会社であります。

２ ㈲今町興産は、当社全額出資の子会社㈱雪国商事が100％の議決権を有しております。(   )内は間接所有割合

で内数であります。

３ ㈱雪国バイオフーズは、当社が93.60％、当社全額出資の子会社㈱雪国商事が6.40％の議決権を有しておりま

す。(   )内は間接所有割合で内数であります。

４ ㈱トータクは、当社全額出資の子会社㈱雪国商事が0.37％の議決権を有しております。(   )内は間接所有割

合で内数であります。

５ 青島東冷食品有限公司は、当社の子会社㈱トータクが100％の議決権を有しております。(   )内は間接所有

割合で内数であります。

６ 雪国舞茸（長春）生物技術有限公司は、当連結会計年度中に当社からの債務の一部を株式に転換するデット・

エクイティ・スワップを実施し、資本金が29,350,000人民元増加しております。なお、この増資による当社の

議決権比率の変更はありません。

名称 住所
資本金又は

出資金

主要な事業

の内容

議決権の所有

(被所有)割合
関係内容

所有割合

(％)

被所有割合

(％)

(連結子会社)

㈱雪国商事  (注)1 新潟県南魚沼市 百万円10 その他 100.00 －

燃料油等の購入、製品の販売

役員の兼任・派遣あり

債務保証あり

㈲今町興産  (注)2 新潟県南魚沼市 百万円3 茸
100.00

 (100.00)
－

原材料の仕入

役員の派遣あり

㈱雪国バイオフーズ

             (注)1,3

新潟県南魚沼市 百万円495 もやし・

カット野菜

100.00

   (6.40)
－

もやし、カット野菜の生産委託

役員の兼任・派遣あり

資金援助及び債務保証あり

㈱トータク   (注)1,4 東京都中央区 百万円241 その他
99.47

   (0.37)
－

製品の加工委託

役員の兼任・派遣あり

債務保証あり

雪国舞茸(長春)生物

技術有限公司 (注)1,6

中華人民共和国

吉林省
人民元59,350,000 茸 100.00 －

役員の兼任・派遣あり

資金援助及び債務保証あり

青島東冷食品有限公司

             (注)5

中華人民共和国

山東省
米ドル600,000 その他

100.00

 (100.00)
－

製品の加工委託

役員の派遣あり

ユキグニマイタケ

コーポレーション

オブアメリカ

アメリカ合衆国

ニューヨーク州
米ドル600,000 茸 100.00 －

当社の製品販売等

役員の兼任・派遣あり

資金援助あり

ユキグニマイタケマ

ニュファクチャリン

グコーポレーション

オブアメリカ (注)1

アメリカ合衆国

ニューヨーク州
米ドル1,500,000 茸 100.00 －

役員の兼任・派遣あり

資金援助あり



（１）会社の経営の基本方針

当社グループは、「食品の生産・販売事業を通じ、健康によい高品質な食品を社会に提供し、国民生活の充実と

食文化の繁栄に貢献する」ことを基本理念として掲げ、茸事業やもやし・カット野菜事業を核とした企業活動を通

じて、株主、顧客、社員及び地域社会に貢献すると共に、企業価値の向上を目指してまいります。

（２）目標とする経営指標

当社グループは、2013年度から2015年度までの３年間を対象期間とする中期経営計画を策定し、以下の目標を掲

げ、その達成に向けてグループ総力を挙げて取り組んでまいります。

（平成25年２月８日公表 中期経営計画の連結業績目標）

（単位：百万円）

（３）中長期的な会社の経営戦略

当社グループを取り巻く経営環境は、食料品の低価格化の進行、少子高齢化、気候の温暖化等厳しい環境が見込

まれております。その中で、当社グループは、社是である「良品で社会に貢献」という原点に立ち戻り、商品の差

別化を訴求すると共に品質改善・原価改善を徹底的に追求し、中期的な経営目標の達成に向けて取り組んでまいり

ます。

なお、中期的な基本戦略は以下のとおりであります。

＜基本戦略＞

①国内茸事業

当社はまいたけ・ぶなしめじ・えりんぎの３品を主力としています。

当社主力商品であるまいたけに関しては、その食材としての価値及び健康の保持増進機能を、お客様に改め

て訴えることにより、当社の牙城としての地位を一層確固たるものにしてまいります。ぶなしめじに関し

ては、栽培方法の改良により、他社製品との差別化を図り、拡販を図ってまいります。えりんぎに関しては、

品質の改善を迅速に進めてまいります。

②国外茸事業

中国における茸市場は極めて魅力的な市場と考えています。現状当社は中国吉林省長春市でえのき茸の製造

販売を行っていますが、マーケット分析の速度を上げ、最適生産・最適販売により中国市場の攻略を進めてま

いります。

③カット野菜・もやし事業

当社がトップシェアを確保している加熱調理用カット野菜市場では、大手量販店の参入等により競争が激化

していますが、野菜市場のあるべき姿を策定し、市場の確保に努めてまいります。デフレ下においても、

もやし事業は堅調に推移してきましたが、今後は特に鮮度・物流を勘案した事業モデルを構築し、拡販に

努めてまいります。

④機能性食品事業

当社は、まいたけが有する健康保持増進成分を利用して様々な健康補助食品を製造・販売しています。今後

機能性食品事業の体制見直しを行い、海外に対する販売体制を構築してまいります。

（４）会社の対処すべき課題

当連結会計年度において２期連続の赤字決算となったことを受けて、当社グループは、前述のとおり、グループ

の総力を挙げて業績の回復に取り組んでまいります。

また、財務面では業績の悪化により、有利子負債の増加、自己資本比率の低下など財務指標が劣化しており、財

務健全性の確保が喫緊の課題であります。全事業について、徹底的なコストダウンを図り業績の回復を図るととも

に、資本強化、有利子負債削減に向けた対策に取り組んでまいります。

３．経営方針

2013年度

（平成26年３月期）

2014年度

（平成27年３月期）

2015年度

（平成28年３月期）

売上高 29,000 30,000 30,500

経常利益 800 1,700 2,200

当期純利益 1,000 1,500 1,500



４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

（単位：百万円）

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,195 2,254

受取手形及び売掛金 2,622 2,256

商品及び製品 1,287 1,169

仕掛品 1,864 1,650

原材料及び貯蔵品 684 704

繰延税金資産 297 198

その他 573 589

貸倒引当金 △1 △0

流動資産合計 8,524 8,823

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 30,007 30,049

減価償却累計額 △17,020 △17,559

建物及び構築物（純額） 12,986 12,490

機械装置及び運搬具 7,595 8,348

減価償却累計額 △4,249 △4,739

機械装置及び運搬具（純額） 3,346 3,609

工具、器具及び備品 3,984 4,026

減価償却累計額 △2,115 △2,267

工具、器具及び備品（純額） 1,868 1,759

土地 6,770 6,768

リース資産 1,785 2,279

減価償却累計額 △476 △844

リース資産（純額） 1,308 1,435

建設仮勘定 941 660

有形固定資産合計 27,221 26,723

無形固定資産 419 465

投資その他の資産

投資有価証券 283 265

繰延税金資産 1,875 1,435

その他 1,240 737

貸倒引当金 △98 △50

投資その他の資産合計 3,300 2,387

固定資産合計 30,942 29,576

繰延資産

社債発行費 36 15

繰延資産合計 36 15

資産合計 39,503 38,415



（単位：百万円）

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 959 1,171

短期借入金 10,001 13,599

未払法人税等 76 121

賞与引当金 186 11

未払金 2,794 2,944

その他 2,646 2,300

流動負債合計 16,665 20,149

固定負債

社債 3,600 2,115

長期借入金 14,181 13,494

リース債務 1,282 964

退職給付引当金 48 82

役員退職慰労引当金 57 －

その他 996 698

固定負債合計 20,166 17,354

負債合計 36,831 37,504

純資産の部

株主資本

資本金 1,605 1,605

資本剰余金 2,262 2,262

利益剰余金 458 △1,471

自己株式 △1,514 △1,514

株主資本合計 2,811 882

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △8 4

繰延ヘッジ損益 △30 △0

為替換算調整勘定 △167 △34

その他の包括利益累計額合計 △205 △29

新株予約権 64 56

少数株主持分 1 1

純資産合計 2,672 910

負債純資産合計 39,503 38,415



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

売上高 26,042 26,509

売上原価 20,749 19,769

売上総利益 5,293 6,740

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 1,077 359

運賃 2,480 2,628

販売手数料 1,240 1,253

報酬及び給料手当 1,647 1,407

賞与引当金繰入額 39 3

退職給付費用 28 31

役員退職慰労引当金繰入額 5 7

減価償却費 221 153

雑費 1,468 1,108

販売費及び一般管理費合計 8,210 6,951

営業損失（△） △2,917 △211

営業外収益

受取利息 1 1

受取配当金 1 1

固定資産賃貸料 81 84

デリバティブ収益 － 18

為替差益 4 125

雑収入 38 53

営業外収益合計 128 286

営業外費用

支払利息 615 689

投資事業組合運用損 26 19

シンジケートローン手数料 128 206

雑損失 198 283

営業外費用合計 968 1,199

経常損失（△） △3,757 △1,124

特別利益

固定資産売却益 1 11

負ののれん発生益 23 －

関係会社出資金売却益 － 71

新株予約権戻入益 11 15

役員退職慰労引当金戻入額 371 －

特別利益合計 407 97



（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

特別損失

固定資産売却損 9 0

固定資産除却損 18 40

投資有価証券評価損 4 －

関係会社出資金売却損 － 63

減損損失 416 6

損害賠償金 － 49

特別損失合計 449 159

税金等調整前当期純損失（△） △3,798 △1,186

法人税、住民税及び事業税 58 83

法人税等調整額 △1,376 525

法人税等合計 △1,318 608

少数株主損益調整前当期純損失（△） △2,479 △1,795

少数株主利益 24 0

当期純損失（△） △2,504 △1,795



（連結包括利益計算書）

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

少数株主損益調整前当期純損失（△） △2,479 △1,795

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 5 13

繰延ヘッジ損益 10 29

為替換算調整勘定 △21 132

その他の包括利益合計 △5 175

包括利益 △2,485 △1,619

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △2,512 △1,619

少数株主に係る包括利益 26 0



（３）連結株主資本等変動計算書等

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

株主資本

資本金

当期首残高 1,605 1,605

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,605 1,605

資本剰余金

当期首残高 2,262 2,262

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,262 2,262

利益剰余金

当期首残高 3,329 458

当期変動額

剰余金の配当 △361 △133

当期純損失（△） △2,504 △1,795

自己株式の処分 △4 －

当期変動額合計 △2,870 △1,929

当期末残高 458 △1,471

自己株式

当期首残高 △1,321 △1,514

当期変動額

自己株式の処分 16 －

自己株式の取得 △208 △0

当期変動額合計 △192 △0

当期末残高 △1,514 △1,514

株主資本合計

当期首残高 5,875 2,811

当期変動額

剰余金の配当 △361 △133

当期純損失（△） △2,504 △1,795

自己株式の処分 11 －

自己株式の取得 △208 △0

当期変動額合計 △3,063 △1,929

当期末残高 2,811 882



（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △13 △8

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5 13

当期変動額合計 5 13

当期末残高 △8 4

繰延ヘッジ損益

当期首残高 △40 △30

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 10 29

当期変動額合計 10 29

当期末残高 △30 △0

為替換算調整勘定

当期首残高 △142 △167

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △24 132

当期変動額合計 △24 132

当期末残高 △167 △34

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △197 △205

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8 175

当期変動額合計 △8 175

当期末残高 △205 △29

新株予約権

当期首残高 59 64

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4 △8

当期変動額合計 4 △8

当期末残高 64 56

少数株主持分

当期首残高 179 1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △177 0

当期変動額合計 △177 0

当期末残高 1 1



（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

純資産合計

当期首残高 5,917 2,672

当期変動額

剰余金の配当 △361 △133

当期純損失（△） △2,504 △1,795

自己株式の処分 11 －

自己株式の取得 △208 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △181 167

当期変動額合計 △3,245 △1,761

当期末残高 2,672 910



（４）連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △3,798 △1,186

減価償却費及びその他の償却費 2,680 1,813

退職給付引当金の増減額（△は減少） △11 33

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △413 △57

減損損失 416 6

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 △48

賞与引当金の増減額（△は減少） △63 △176

固定資産除売却損益（△は益） 26 29

投資事業組合運用損益（△は益） 26 19

受取利息及び受取配当金 △3 △3

支払利息 615 689

シンジケートローン手数料 128 206

売上債権の増減額（△は増加） △960 399

たな卸資産の増減額（△は増加） 380 329

仕入債務の増減額（△は減少） 800 65

未払消費税等の増減額（△は減少） 15 222

その他 702 △412

小計 536 1,930

利息及び配当金の受取額 1 3

利息の支払額 △617 △687

シンジケートローン手数料の支払額 △204 △170

損害賠償金の支払額 － △49

法人税等の支払額 △207 △51

営業活動によるキャッシュ・フロー △491 974

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △70 △824

定期預金の払戻による収入 99 54

有形固定資産の取得による支出 △4,186 △1,680

有形固定資産の売却による収入 9 9

少数株主からの関係会社出資金の取得による支出 △177 －

関係会社出資金の売却による収入 － 523

関係会社の減資による収入 161 －

無形固定資産の取得による支出 △100 △52

貸付金の回収による収入 11 11

その他 220 △43

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,033 △2,003



（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,456 3,225

長期借入れによる収入 7,382 5,140

長期借入金の返済による支出 △4,825 △5,495

社債の発行による収入 1,755 －

社債の償還による支出 △1,230 △1,487

自己株式の売却による収入 10 －

自己株式の取得による支出 △208 △0

配当金の支払額 △361 △133

セール・アンド・割賦バックによる収入 － 648

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △240 △375

割賦債務の返済による支出 △310 △419

その他 △64 98

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,361 1,200

現金及び現金同等物に係る換算差額 △16 42

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,179 213

現金及び現金同等物の期首残高 2,344 1,165

現金及び現金同等物の期末残高 1,165 1,379



該当事項はありません。

１ 連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社数 ８社

連結子会社名は、「２.企業集団の状況 関係会社の状況」に記載のとおりであります。

(2）主要な非連結子会社の名称等

㈱トミオカ

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から除いておりま

す。

２ 持分法の適用に関する事項

非連結子会社（㈱トミオカ）及び関連会社（㈱パワーステーション新潟）については、それぞれ当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、これらの会社に対する投資勘定については、持分法を適用せず

原価法により評価しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちユキグニマイタケコーポレーションオブアメリカ、ユキグニマイタケマニュファクチャリングコ

ーポレーションオブアメリカ、雪国舞茸（長春）生物技術有限公司及び青島東冷食品有限公司の決算日は、12月31日

であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、連結決算日までの期間に

発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４ 会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書

を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

② たな卸資産

商品・原材料・貯蔵品

主として移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

また、在外子会社２社は原材料については先入先出法による原価法を採用しております。

製品・半製品・仕掛品

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

③ デリバティブ

時価法

（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）



(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）……定額法

当連結会計年度より、当社及び国内連結子会社については、全ての有形固定資産について定額法に変更して

おります。また、在外連結子会社につきましては、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物

７年～50年

機械装置及び運搬具

２年～13年

無形固定資産（リース資産を除く）……定額法

ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

リース資産

原則的にリース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって処理しております。

長期前払費用……均等償却

(3）重要な繰延資産の処理方法

社債発行費

社債償還期間にわたる利息法

(4）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。

③ 退職給付引当金

当社及び連結子会社のうち１社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

また、当社の執行役員の退職慰労金の支払に備えるため、執行役員退職慰労金規程（内規）に基づく当連結会

計年度末要支給額を計上しております。

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しております。



(6）重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

金利スワップ取引、原油スワップ取引、為替予約取引

・ヘッジ対象

借入金及び社債の利息、燃料油購入価格、外貨建予定取引

③ ヘッジ方針

将来の金利変動リスクを軽減することを目的としております。

燃料油購入における価格変動リスクに備えることを目的としております。

外貨建予定取引における将来の為替相場変動リスクを一定の範囲内に軽減することを目的としております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３カ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

従来、当社及び国内子会社は、有形固定資産の減価償却方法について定率法（ただし、平成10年４月１日以後

に取得した建物（建物付属設備は除く）と、それに対する資本的支出及びリース資産については定額法）を採用

しておりましたが、当連結会計年度より全ての有形固定資産について定額法に変更しております。

この変更は、主要な商品である茸の収獲実績を考慮し、生産数の急激な増減はなく安定的に生産されており、

現有する茸生産設備や建物等について維持コストの見直しを行った結果、著しい陳腐化や物理的劣化が発生しに

くいことが判明したため、時の経過に応じて均等に償却することがより適正な期間損益を反映できると判断した

ものであります。

これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の売上総利益は822百万円増加、営業損失は856百万円、経

常損失及び税金等調整前当期純損失はそれぞれ858百万円減少しております。

（売上計上基準の変更）

従来、当社グループの計上基準については、出荷基準を採用しておりましたが、当連結会計年度より着荷基準

に変更しております。

この変更は、売上計上に関する確実性を再検討した結果、着荷基準を採用することにより、売上の計上に関し

客観性並びに確実性が高まり、売上の実態をより適切に反映させることができると判断したものであります。

なお、この変更による影響額は軽微であるため、遡及適用は行っておりません。

（会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示）



１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。

当社は、製品・サービスについて、それぞれ国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開

している「茸」「もやし・カット野菜」の２つを報告セグメントとしております。

「茸」は、まいたけ、えりんぎ、ぶなしめじ等、茸製品の製造販売をしております。「もやし・カッ

ト野菜」は、もやし、カット野菜の製造販売をしております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他食品及び石油類販売等の事

業を含んでおります。

２ 調整額は以下のとおりであります。

        (1)セグメント利益又は損失(△)の調整額 百万円は、セグメント間取引消去 百万円及び主にセグメント

に帰属しない全社費用（一般管理費） 百万円であります。

        (2)セグメント資産の調整額 百万円は、セグメントに帰属しない全社資産であります。

        (3)セグメント負債の調整額 百万円は、セグメントに帰属しない全社負債であります。

        (4)減価償却費の調整額 百万円は、セグメントに帰属しない全社資産に係る減価償却費であります。

        (5)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額 百万円は、本社建物等の設備投資額であります。

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
(注)1

合計
調整額
(注)2

連結財務
諸表計上額

茸
もやし・
カット野菜

計

売上高

外部顧客への売上高 19,529 4,403 23,932 2,109 26,042 － 26,042

セグメント間の内部売上高又は

振替高
12 16 29 1,679 1,708 △1,708 －

計 19,542 4,420 23,962 3,788 27,751 △1,708 26,042

セグメント利益又は損失(△) △2,270 263 △2,006 139 △1,867 △1,049 △2,917

セグメント資産 28,339 3,399 31,738 2,360 34,099 5,404 39,503

セグメント負債 5,265 2,587 7,853 1,647 9,500 27,330 36,831

その他の項目

減価償却費 2,171 275 2,447 99 2,547 39 2,587

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
4,248 28 4,276 316 4,593 3 4,596

△1,049 56

△1,105

5,404

27,330

39
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当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他食品及び石油類販売等の事

業を含んでおります。

２ 調整額は以下のとおりであります。

        (1)セグメント利益又は損失(△)の調整額 百万円は、セグメント間取引消去 百万円及び主にセグメント

に帰属しない全社費用（一般管理費） 百万円であります。

        (2)セグメント資産の調整額 百万円は、セグメントに帰属しない全社資産であります。

        (3)セグメント負債の調整額 百万円は、セグメントに帰属しない全社負債であります。

        (4)減価償却費の調整額 百万円は、セグメントに帰属しない全社資産に係る減価償却費であります。

        (5)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額 百万円は、本社建物等の設備投資額であります。

３ 「４.連結財務諸表 （５）連結財務諸表に関する注記事項 （会計方針の変更・会計上見積りの変更・修正

再表示）に記載したとおり、従来、当社及び国内子会社は、有形固定資産の減価償却方法について定率法

（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物付属設備は除く）と、それに対する資本的支出及び

リース資産については定額法）を採用しておりましたが、当会計年度より全ての有形固定資産について

定額法を採用しております。これにより、従来の方法と比べて、セグメント利益が、「茸」で748百万円、

「もやし・カット野菜」で67百万円、「その他」で33百万円、「調整額」で７百万円増加しております。

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
(注)1

合計
調整額
(注)2

連結財務
諸表計上額

茸
もやし・
カット野菜

計

売上高

外部顧客への売上高 19,868 4,437 24,306 2,203 26,509 － 26,509

セグメント間の内部売上高又は

振替高
32 87 119 1,466 1,586 △1,586 －

計 19,900 4,524 24,425 3,669 28,095 △1,586 26,509

セグメント利益又は損失(△) 71 314 385 95 481 △692 △211

セグメント資産 27,149 3,060 30,209 2,288 32,498 5,916 38,415

セグメント負債 4,580 2,093 6,673 1,381 8,055 29,449 37,504

その他の項目

減価償却費 1,436 220 1,657 110 1,767 37 1,804

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
884 148 1,033 430 1,464 9 1,474

△692 63

△756

5,916

29,449

37

9



前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

特定の顧客への売上高が、いずれも連結損益計算書の売上高の10％を超えないため、記載を省略して

おります。

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

特定の顧客への売上高が、いずれも連結損益計算書の売上高の10％を超えないため、記載を省略して

おります。

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

該当事項はありません。

ｂ．関連情報

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

(単位：百万円)

茸
もやし・

カット野菜
その他 全社共通 合計

減損損失 352 － 58 6 416

(単位：百万円)

茸
もやし・

カット野菜
その他 全社共通 合計

減損損失 － － － 6 6

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報



前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

当連結会計年度において、茸事業において23百万円の負ののれん発生益を計上しております。これは、企

業結合時の時価純資産が取得価額を上回ったためであります。

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

該当事項はありません。

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

該当事項はありません。

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

（注） 債務保証は、関連会社の金融機関からの借入等に対する保証であります。なお、債務保証の保証料は徴収して

おりません。

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

（注）１上海高榕生物科技有限公司は平成24年７月24日付で当社が出資金を一部譲渡し議決権等の所有割合が５％に低

下したことから、関連当事者ではなくなっております。上記期末残高は、同社が関連当事者に該当しなくなっ

た時点での残高を記載しています。

２成都雪国高榕生物科技有限公司は平成24年7月３日付で当社が出資金を一部譲渡し議決権等の所有割合が５％

に低下したことから、関連当事者ではなくなっています。上記取引金額は、同社が関連当事者であった期間の

取引の残高を記載しています。

３債務保証は金融機関からの借入等に対する保証であります。なお、債務保証の保証料は徴収しておりません。

(ウ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

該当事項はありません。

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

（関連当事者情報）

種類
会社等の名称又
は氏名

所在地
資本金又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事
者との関
係

取引の内
容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高

（百万円）

関連
会社

上海高榕生物科
技有限公司

中華人民共和国
上海市 千人民元

45,000 茸の
製造、販売

（所有）
直接
45.00

－
配当金の
受取

－ 未収入金 64

成都雪国高榕生
物科技有限公司

中華人民共和国
四川省 千人民元

48,000 茸の
製造、販売

（所有）
直接
45.00

－ 債務保証 971 － －

種類
会社等の名称又
は氏名

所在地
資本金又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事
者との関
係

取引の内
容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高

（百万円）

関連
会社

上海高榕生物科
技有限公司

中華人民共和国
上海市 千人民元

45,000 茸の
製造、販売

（所有）
直接
45.00

－
配当金の
受取

－ 未収入金 62

成都雪国高榕生
物科技有限公司

中華人民共和国
四川省 千人民元

48,000 茸の
製造、販売

（所有）
直接
45.00

－ 債務保証 869 － －



(注)１ １株当たり当期純損失金額並びに潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、当期純損失を計上している

ため、記載しておりません。

(注)２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前連結会計年度

(自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 73.14円 23.93円

１株当たり当期純損失金額(△) △69.47円 △50.39円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 － －

前連結会計年度

(自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日)

１株当たり当期純損失金額(△)

当期純損失(△)                                (百万円) △2,504 △1,795

 普通株主に帰属しない金額                      (百万円) － －

 普通株式に係る当期純損失(△)                  (百万円) △2,504 △1,795

 普通株式の期中平均株式数                      (千株) 36,047 35,630

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額                              (百万円) － －

 普通株式増加数                                (千株) － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要
－ －

前連結会計年度

(平成24年３月31日)

当連結会計年度

(平成25年３月31日)

純資産の部の合計額                              (百万円) 2,672 910

純資産の部の合計額から控除する金額              (百万円) 66 58

（うち新株予約権） ( )64 ( )56

（うち少数株主持分） ( )1 ( )1

普通株式に係る期末の純資産額                    (百万円) 2,606 852

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数                                    (千株)
35,630 35,630

（重要な後発事象）



５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

（単位：百万円）

前事業年度
（平成24年３月31日）

当事業年度
（平成25年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 880 1,888

受取手形 17 6

売掛金 2,195 1,943

商品及び製品 1,211 1,125

仕掛品 1,829 1,605

原材料及び貯蔵品 518 305

前払費用 304 272

繰延税金資産 275 189

未収入金 302 352

関係会社短期貸付金 355 252

その他 18 62

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 7,910 8,003

固定資産

有形固定資産

建物 24,523 24,549

減価償却累計額 △13,878 △14,324

建物（純額） 10,644 10,225

構築物 2,103 2,085

減価償却累計額 △1,642 △1,662

構築物（純額） 461 422

機械及び装置 6,544 7,031

減価償却累計額 △3,643 △4,022

機械及び装置（純額） 2,901 3,008

車両運搬具 112 102

減価償却累計額 △99 △93

車両運搬具（純額） 13 9

工具、器具及び備品 3,603 3,779

減価償却累計額 △1,856 △2,078

工具、器具及び備品（純額） 1,747 1,700

土地 5,917 5,911

リース資産 1,746 2,240

減価償却累計額 △462 △824

リース資産（純額） 1,283 1,416

建設仮勘定 533 105

有形固定資産合計 23,502 22,799

無形固定資産

特許権 18 17



（単位：百万円）

前事業年度
（平成24年３月31日）

当事業年度
（平成25年３月31日）

商標権 12 10

ソフトウエア 126 156

その他 33 22

無形固定資産合計 190 207

投資その他の資産

投資有価証券 176 155

関係会社株式 1,564 1,564

出資金 9 73

関係会社出資金 1,191 957

関係会社長期貸付金 19 79

長期前払費用 219 229

繰延税金資産 1,815 1,392

生命保険積立金 106 112

長期未収入金 87 50

その他 158 193

貸倒引当金 △50 △50

投資その他の資産合計 5,298 4,757

固定資産合計 28,991 27,764

繰延資産

社債発行費 32 14

繰延資産合計 32 14

資産合計 36,933 35,782

負債の部

流動負債

支払手形 － 156

買掛金 783 863

短期借入金 4,050 7,208

１年内返済予定の長期借入金 5,092 5,211

１年内償還予定の社債 1,255 1,264

リース債務 346 394

未払金 2,637 2,647

未払費用 13 10

未払法人税等 18 35

未払消費税等 36 261

預り金 66 129

賞与引当金 171 －

設備関係支払手形 753 99

その他 1 2

流動負債合計 15,226 18,284



（単位：百万円）

前事業年度
（平成24年３月31日）

当事業年度
（平成25年３月31日）

固定負債

社債 3,200 1,815

長期借入金 13,257 13,075

関係会社長期借入金 400 300

リース債務 1,262 950

退職給付引当金 45 81

役員退職慰労引当金 17 －

資産除去債務 11 11

長期未払金 655 536

その他 33 21

固定負債合計 18,884 16,792

負債合計 34,110 35,077

純資産の部

株主資本

資本金 1,605 1,605

資本剰余金

資本準備金 2,262 2,262

資本剰余金合計 2,262 2,262

利益剰余金

利益準備金 230 230

その他利益剰余金

別途積立金 4,420 1,420

繰越利益剰余金 △4,237 △3,364

利益剰余金合計 412 △1,714

自己株式 △1,514 △1,514

株主資本合計 2,765 638

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △9 2

繰延ヘッジ損益 2 7

評価・換算差額等合計 △6 9

新株予約権 64 56

純資産合計 2,823 705

負債純資産合計 36,933 35,782



（２）損益計算書

（単位：百万円）

前事業年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当事業年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

売上高

商品売上高 2,793 2,514

製品売上高 21,595 22,331

売上高合計 24,389 24,846

売上原価

商品売上原価

商品期首たな卸高 290 287

当期商品仕入高 2,206 2,046

合計 2,497 2,333

商品期末たな卸高 287 367

商品売上原価 2,210 1,966

製品売上原価

製品期首たな卸高 506 689

当期製品製造原価 18,125 16,716

合計 18,631 17,406

他勘定振替高 40 40

製品期末たな卸高 689 515

製品売上原価 17,901 16,850

売上原価合計 20,111 18,816

売上総利益 4,277 6,029

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 1,078 359

運賃 2,470 2,620

販売手数料 1,242 1,254

報酬及び給料手当 1,498 1,255

賞与引当金繰入額 22 －

役員退職慰労引当金繰入額 5 6

減価償却費 192 130

支払手数料 342 162

車両費 29 27

租税公課 39 31

旅費及び交通費 98 71

法定福利及び厚生費 220 190

地代家賃 173 179

雑費 513 377

販売費及び一般管理費合計 7,928 6,667

営業損失（△） △3,650 △637



（単位：百万円）

前事業年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当事業年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

営業外収益

受取利息 8 1

受取配当金 151 1

固定資産賃貸料 82 85

為替差益 － 131

雑収入 33 35

営業外収益合計 276 255

営業外費用

支払利息 546 607

社債発行費償却 53 17

固定資産賃貸費用 22 27

投資事業組合運用損 26 19

シンジケートローン手数料 128 206

雑損失 71 159

営業外費用合計 849 1,038

経常損失（△） △4,224 △1,420

特別利益

固定資産売却益 1 11

関係会社出資金売却益 － 71

新株予約権戻入益 11 15

役員退職慰労引当金戻入額 368 －

特別利益合計 382 97

特別損失

固定資産売却損 9 0

固定資産除却損 17 25

投資有価証券評価損 4 －

関係会社出資金売却損 － 63

損害賠償金 － 49

関係会社株式評価損 592 －

減損損失 64 6

特別損失合計 689 144

税引前当期純損失（△） △4,531 △1,467

法人税、住民税及び事業税 13 13

法人税等調整額 △1,385 512

法人税等合計 △1,372 525

当期純損失（△） △3,159 △1,992



（３）株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

前事業年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当事業年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

株主資本

資本金

当期首残高 1,605 1,605

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,605 1,605

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 2,262 2,262

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,262 2,262

資本剰余金合計

当期首残高 2,262 2,262

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,262 2,262

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 230 230

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 230 230

その他利益剰余金

別途積立金

当期首残高 4,520 4,420

当期変動額

別途積立金の取崩 △100 △3,000

当期変動額合計 △100 △3,000

当期末残高 4,420 1,420

繰越利益剰余金

当期首残高 △812 △4,237

当期変動額

別途積立金の取崩 100 3,000

剰余金の配当 △361 △133

当期純損失（△） △3,159 △1,992

自己株式の処分 △4 －

当期変動額合計 △3,425 873

当期末残高 △4,237 △3,364



（単位：百万円）

前事業年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当事業年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

利益剰余金合計

当期首残高 3,937 412

当期変動額

剰余金の配当 △361 △133

当期純損失（△） △3,159 △1,992

自己株式の処分 △4 －

当期変動額合計 △3,525 △2,126

当期末残高 412 △1,714

自己株式

当期首残高 △1,321 △1,514

当期変動額

自己株式の処分 16 －

自己株式の取得 △208 △0

当期変動額合計 △192 △0

当期末残高 △1,514 △1,514

株主資本合計

当期首残高 6,484 2,765

当期変動額

剰余金の配当 △361 △133

当期純損失（△） △3,159 △1,992

自己株式の処分 11 －

自己株式の取得 △208 △0

当期変動額合計 △3,718 △2,126

当期末残高 2,765 638

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △16 △9

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6 11

当期変動額合計 6 11

当期末残高 △9 2

繰延ヘッジ損益

当期首残高 14 2

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △12 5

当期変動額合計 △12 5

当期末残高 2 7

評価・換算差額等合計

当期首残高 △1 △6



（単位：百万円）

前事業年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当事業年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5 16

当期変動額合計 △5 16

当期末残高 △6 9

新株予約権

当期首残高 59 64

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4 △8

当期変動額合計 4 △8

当期末残高 64 56

純資産合計

当期首残高 6,542 2,823

当期変動額

剰余金の配当 △361 △133

当期純損失（△） △3,159 △1,992

自己株式の処分 11 －

自己株式の取得 △208 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 8

当期変動額合計 △3,719 △2,118

当期末残高 2,823 705



該当事項はありません。

（注）１ １株当たり当期純損失金額並びに潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、当期純損失を計上している

ため、記載しておりません。

（注）２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

（４）個別財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（１株当たり情報）

前事業年度

(自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日)

当事業年度

(自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 77.42円 18.21円

１株当たり当期純損失金額(△) △87.64円 △55.93円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 － －

前事業年度

(自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日)

当事業年度

(自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日)

１株当たり当期純損失金額(△)

当期純損失(△)                  (百万円) △3,159 △1,992

 普通株主に帰属しない金額                      (百万円) － －

 普通株式に係る当期純損失(△)    (百万円) △3,159 △1,992

 普通株式の期中平均株式数                      (千株) 36,047 35,630

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額                              (百万円) － －

 普通株式増加数                                (千株) － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要
－ －

前事業年度

(平成24年３月31日)

当事業年度

(平成25年３月31日)

純資産の部の合計額                              (百万円) 2,823 705

純資産の部の合計額から控除する金額              (百万円) 64 56

（うち新株予約権） ( )64 ( )56

普通株式に係る期末の純資産額                    (百万円) 2,758 648

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数                                    (千株)
35,630 35,630

（重要な後発事象）

６．その他



【訂正前】

（百万円未満切捨て）

１．平成25年３月期の連結業績（平成24年４月１日～平成25年３月31日）

（注） 包括利益 25年３月期 百万円（ ％） 24年３月期 百万円（ ％）

（参考） 持分法投資損益 25年３月期 百万円 24年３月期 百万円

（参考） 自己資本 25年３月期 百万円 24年３月期 百万円

２．配当の状況

（注）平成25年３月期の期末配当については、本日（平成25年５月10日）公表いたしました「平成25年３月期配当予想の
修正（無配）に関するお知らせ」をご参照ください。

３．平成26年３月期の連結業績予想（平成25年４月１日～平成26年３月31日）

平成25年３月期 決算短信[日本基準]（連結）
平成25年５月10日

上場会社名 株式会社雪国まいたけ 上場取引所 東

コード番号 １３７８ URL  http://www.maitake.co.jp/

代 表 者 (役職名) 代表取締役社長 (氏名)  大平喜信
問合せ先責任者 (役職名) 取締役兼上席執行役員管理本部長 (氏名)  海野光夫 ＴＥＬ(025)778－0111
定時株主総会開催予定日 平成25年６月27日 配当支払開始予定日 ―
有価証券報告書提出予定日 平成25年６月28日
決算補足説明資料作成の有無 ： 無
決算説明会開催の有無 ： 無

(1）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年３月期 26,509 1.8 △471 － △1,384 － △1,959 －
24年３月期 26,042 △1.8 △2,407 － △3,247 － △2,171 －

△1,783 － △2,153 －

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
自己資本

当期純利益率
総 資 産
経常利益率

売 上 高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年３月期 △55 00 － － △62.3 △3.5 △1.8
24年３月期 △60 24 － － △39.7 △8.2 △9.2

－ －

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

25年３月期 39,495 2,243 5.5 61 33

24年３月期 40,484 4,169 10.1 115 15

2,185 4,102

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

25年３月期 974 △2,003 1,200 1,379
24年３月期 △491 △4,033 3,361 1,165

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当率

（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期 末 合 計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年３月期 － － 0  00 － － 10  00 10  00 133 － 6.6
25年３月期 － － 0 00 － － 0  00 0  00 － － －

26年３月期（予想） － － 0 00 － － 0  00 0  00 －

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 11,300 8.0 △1,220 － △1,620 － △1,640 －     03△46
通 期 29,000 9.4 1,600 － 800 － 1,000 －     0728



※  注記事項

(2）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(3）発行済株式数（普通株式）

（参考）個別業績の概要
１．平成25年３月期の個別業績（平成24年４月１日～平成25年３月31日）

（参考） 自己資本 25年３月期 百万円 24年３月期 百万円

２．平成26年３月期の個別業績予想（平成25年４月１日～平成26年３月31日）

※ 監査手続の実施状況に関する表示
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融

商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きは終了しておりません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想
の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「経営成績に関す
る分析」をご覧ください。

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） : 無

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 : 無
② ①以外の会計方針の変更 : 有
③ 会計上の見積りの変更 : 有
④ 修正再表示 : 無

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 25年３月期 株38,890,375 24年３月期 株38,890,375
② 期末自己株式数 25年３月期 株3,259,493 24年３月期 株3,259,453
③ 期中平均株式数 25年３月期 株35,630,904 24年３月期 株36,047,436

(1）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年３月期 24,846 1.9 △897 － △1,680 － △2,156 －

24年３月期 24,389 △1.1 △3,141 － △3,713 － △2,826 －

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

25年３月期 △60 54 － －

24年３月期 △78 41 － －

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

25年３月期 36,862 2,037 5.4 55 61

24年３月期 37,914 4,319 11.2 119 43

1,981 4,255

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 10,933 11.7 △1,565 － △1,572 － △44 12

通 期 28,216 13.6 600 － 903 － 25 34
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（１）経営成績に関する分析

①当連結会計年度の経営成績

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災の復旧・復興需要を背景に景気の緩やかな回復過程を辿り

ましたが、欧州債務危機を背景とした円高の長期化、日中ビジネスの冷え込み等、景気の先行きは不透明な状況が

続いてまいりました。一方、昨年12月の政権交代を契機とした金融緩和策の結果、円安及び株価の上昇が進み、輸

出企業を中心に業績回復の兆しが見られるようになりました。

しかしながら、当業界におきましては、こうした恩恵はまだほとんど見られず、デフレ下で一般消費者の財布の

紐は一層固くなり、食料品の低価格化が一段と進行すると共に、茸の需要期に異常な高温が続き、茸の需要にはず

みがつかない厳しい事業環境となりました。

このような状況の中、当社グループは、モノ作りの原点である高品質の商品をお客様へ提供することを第一優先

として、更なる品質改善に努めてまいりました。前々期開始しました、ぶなしめじの新菌による新生産体制は、

前々期から今上期まで当社に重大な損害を与えましたが、その原因となった菌及び生産設備の問題は、今下期には

解消し、本格的な増産体制が整い、ぶなしめじは過去最高の売上を記録しました。

また、もやし事業については、デフレ下で需要は堅調に推移いたしました。これに加えて、バングラデシュ人民

共和国で同国の貧困層の解消の一助になればと始めました、もやし原料の緑豆栽培は、大規模栽培に移行し、12月

にその緑豆の初輸入をいたしました。今後は、栽培面積の拡大により、同国の貧困問題の解決と、緑豆の安定調達

に努めてまいります。

カット野菜事業は、消費者の利便性への理解が進み、今後は更なる拡販のための体制づくりを迅速に進めてまい

ります。

その他食品事業のひとつである納豆事業に関しては、これまで培ってきた技術及び新たに導入した設備を活用

し、受託生産を含め売上を伸ばしました。

しかし、当社主力品であるきのこ３品は、販売数量は堅調に推移したものの、その販売単価は野菜単価の

下落に引きずられたこと及びその需要の増加が始まる９月～10月に異常な高温を記録したことにより、

販売単価が下落しました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は265億９百万円（前連結会計年度比1.8％増）、営業損益は４億71百万円

の損失（前連結会計年度は24億７百万円の損失）、経常損益は13億84百万円の損失（前連結会計年度は32億47百万

円の損失）となりました。

②セグメント別売上高

〔茸〕

国内の生茸の販売は、消費低迷の中、野菜の豊作や前述のとおり最需要期の秋口の異常な高温により、茸市場の

需要は収縮し、価格は平年を大きく下回る厳しい相場展開となりました。また、２月後半以降も昨年に比べ気温上

昇が進んだ為、価格の急激な下落が始まり、利益がとれない厳しい市況となりました。まいたけ、えりんぎに関し

ては前期並みの販売数量を確保したものの、価格下落が影響し、まいたけにつきましては売上高は92億24百万円

（前期比9.0％減）、えりんぎにつきましては売上高31億19百万円（前期比11.8％減）となりました。ぶなしめじ

に関しては増産体制が整った結果、前期に比べ販売数量は大きく伸長しましたが、販売単価は上述の市況の影響に

より、品質は改善したものの若干のアップにとどまり、損益改善に十分な貢献ができませんでした。ぶなしめじの

売上高は56億83百万円（前期比38.6％増）となりました。なお、ぶなしめじに関しては、２月に、「ゆったり、の

びのび」育てるように栽培方法を改良した従来よりボリュームのある「雪国しめじ恵み」を新発売しました。

国外の生茸につきましては、中国吉林省長春市においてえのき茸を製造・販売していますが、市場の一時的な

供給の過剰及び日中ビジネスの冷え込みにより売上高は減少しました。また、当連結会計年度第２四半期におい

て、合弁先の意向もあり、成都雪国高榕生物科技有限公司並びに上海高榕生物科技有限公司の２社に対する当社の

出資比率を、それぞれ45％から5％に引き下げました。

加工食品では、水煮の販売及び冷凍きのこの販売が増加しました。

以上により茸の売上高は198億68百万円（前期比1.7％増）となりました。

１．経営成績・財政状態に関する分析

事 業 の 種 類 金額（百万円） 前期比（％）

ま い た け 9,224 91.0

え り ん ぎ 3,119 88.2

ぶ な し め じ 5,683 138.6

そ の 他 生 茸 684 94.3

生 茸 計 18,712 101.2

加 工 食 品 1,155 111.6

茸 計 19,868 101.7

も や し ・ カ ッ ト 野 菜 4,437 100.8

そ の 他 食 品 1,355 110.9

食 品 計 25,661 102.0

そ の 他 847 95.4

合 計 26,509 101.8



〔もやし・カット野菜〕

前期震災復興需要があったもやしにつきましては、その反動で売上高は減少しましたが、カット野菜はその利便

性と環境にやさしい商品性に対する理解等の高まりにより、雪国やさい革命シリーズの主力商品である「きのこ

大好きもやしＭＩＸ」 「きのこ大好きキャベツＭＩＸ」「きのこ大好き白菜ＭＩＸ」「きのこ大好きニラ・も

やしＭＩＸ」の販売が好調に推移し売上高は30億24百万円（前期比11.2％増）と増加しました。

以上によりもやし・カット野菜の売上高は44億37百万円（前期比0.8％増）となりました。

〔その他食品・その他〕

その他食品においては、前述のとおり納豆の売上が大きく伸びたこと及び健康食品ではモンドセレクション

2011の金賞を受賞した「雪国まいたけが作った家族で飲める青汁」の販売が好調であったことにより、その他

食品の売上高は13億55百万円（前期比10.9％増）となりました。

その他の売上高は８億47百万円（前期比4.6%減）となりました。

③来期の見通し

来期の見通しにつきましては、震災復興需要並びに円安や株高の進行で、景気は緩やかな回復基調が見込まれる

一方で、雇用・所得環境は依然として厳しい状況が継続するものと思われます。

食品業界におきましては、引き続き消費者の節約・低価格志向が強く、企業間での厳しい価格競争が続くものと

見込まれます。また、円安に伴って重油・電力料金及び各種資材の値上がりが見込まれますのでこれらへの対応が

求められます。

当社グループは、２期連続の最終赤字を計上しましたが、競合メーカーに対し圧倒的に優位性のあるまいたけ

と、ようやく品質が改善したぶなしめじについては新栽培法により競合メーカーを上回る新商品「雪国しめじ恵

み」を開発しましたので、これら商品を中心に拡販すると共にカット野菜・もやしのマーケットシェアを一段と高

め、来期は大幅なV字回復を目指します。

更に、きのこ全般について商品構成の効率化による利益率アップに率先して取り組むと共に、営業については不

採算取引の見直し、新規取引先の開拓、販促費の効率的投入、物流費の大幅削減等を、生産については原材料の調

達コストの削減、生産の効率化等を敢然と実行し、経営体質の改善に努めてまいります。

以上のような取り組みを通じて、当社グループの次期の連結業績予想は、売上高290億円（当連結会計年度比

9.4％増）、営業利益16億円（当連結会計年度は４億71百万円の損失）、経常利益８億円（当連結会計年度は13億

84百万円の損失）、当期純利益10億円（当連結会計年度は19億59百万円の損失）を見込んでおります。

（２）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べて９億88百万円減少し394億95百万円となりました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べて３億２百万円増加し87億28百万円となりました。これは主に、現金及び

預金が10億58百万円増加し、受取手形及び売掛金が３億66百万円、仕掛品が２億13百万円並びに商品及び製品が

１億17百万円減少したこと等によります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて12億70百万円減少し307億51百万円となりました。これは主に、投資そ

の他の資産「その他」に含まれる関係会社出資金が６億１百万円、建物及び構築物（純額）が４億97百万円及び繰

延税金資産が３億55百万円減少し、機械装置及び運搬具(純額）が２億63百万円増加したこと等によります。

負債の部では、流動負債が、前連結会計年度末に比べて35億２百万円増加し、198億97百万円となりました。こ

れは主に、短期借入金が35億97百万円増加したこと等によります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて25億64百万円減少し173億54百万円となりました。これは主に、社債が

14億84百万円、長期借入金が６億86百万円及びリース債務が３億18百万円減少したこと等によります。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて19億25百万円減少し22億43百万円となりました。これは主に、利益剰

余金が20億93百万円減少したこと等によります。



②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末と比較して２億13百万円増加し、

13億79百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは９億74百万円の収入（前連結会計年度は４億91百

万円の支出）となりました。これは主に、税金等調整前当期純損失14億39百万円（前連結会計年度は32億82百万円

の純損失）、減価償却費及びその他の償却費18億14百万円（前連結会計年度比32.3％減）、売上債権の減少額３億

99百万円（前連結会計年度は９億60百万円の増加）及びたな卸資産の減少額３億29百万円（前連結会計年度比

13.6％減）等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは20億３百万円の支出（前連結会計年度比50.3％

減）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出16億80百万円（前連結会計年度比59.8％減）、定

期預金の預入による支出８億24百万円、関係会社出資金の売却による収入５億23百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは12億円の収入（前連結会計年度比64.3％減）とな

りました。これは主に短期借入金の純増額32億25百万円（前連結会計年度比121.4％増）、セールス・アンド・

リースバックによる収入６億48百万円、社債の償還による支出14億87百万円（前連結会計年度比20.9％減）、割賦

債務の返済による支出４億19百万円（前連結会計年度比35.1％増）等によるものであります。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

(注１)いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

(注２)株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

(注３)キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

(注４)有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要政策として位置付け、利益配分につきましては業績や将来の事業

展開等を勘案した上で、安定的かつ継続的な配当を基本方針としておりますが、前期に引き続いて当期純損失を計

上したことに伴い利益剰余金がマイナスとなったことから、当期の配当につきましては、誠に遺憾ながら無配とさ

せて頂きます。

次期の配当につきましても無配とさせていただきますが、早期の復配を目指して全力を尽くす所存でございます

ので、今後とも一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期

自己資本比率                (％) 17.7 21.8 17.5 10.1 5.5

時価ベースの自己資本比率    (％) 31.0 51.2 47.7 29.8 24.8

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率              (年)
11.5 6.1 38.3 － 34.0

インタレスト・カバレッジ・

レシオ                      (倍)
3.2 5.9 1.3 － 1.4



当社グループは、株式会社雪国まいたけ（当社）と子会社10社及び関連会社３社で構成され、まいたけ・えりんぎ・

ぶなしめじの生産販売を主な事業とし、更にもやし・カット野菜・健康食品・納豆の製造販売、石油類の販売等を事業

としております。

当社グループの事業内容と当社及び子会社、関連会社の当該事業に係わる位置付けは次のとおりであります。

以上の当社グループの状況について、系統図を示すと次のとおりであります。

２．企業集団の状況

セグメント 内容

茸 まいたけ・えりんぎ・ぶなしめじ等、茸製品の製造、販売

もやし・カット野菜 もやし・カット野菜の製造、販売

その他 納豆、健康食品等の製造、販売



関係会社の状況

(注)１ 上記子会社のうち、㈱雪国商事、㈱雪国バイオフーズ、㈱トータク、雪国舞茸(長春)生物技術有限公司、ユキ

グニマイタケマニュファクチャリングコーポレーションオブアメリカは特定子会社であります。

２ ㈲今町興産は、当社全額出資の子会社㈱雪国商事が100％の議決権を有しております。(   )内は間接所有割合

で内数であります。

３ ㈱雪国バイオフーズは、当社が93.60％、当社全額出資の子会社㈱雪国商事が6.40％の議決権を有しておりま

す。(   )内は間接所有割合で内数であります。

４ ㈱トータクは、当社全額出資の子会社㈱雪国商事が0.37％の議決権を有しております。(   )内は間接所有割

合で内数であります。

５ 青島東冷食品有限公司は、当社の子会社㈱トータクが100％の議決権を有しております。(   )内は間接所有

割合で内数であります。

６ 雪国舞茸（長春）生物技術有限公司は、当連結会計年度中に当社からの債務の一部を株式に転換するデット・

エクイティ・スワップを実施し、資本金が29,350,000人民元増加しております。なお、この増資による当社の

議決権比率の変更はありません。

名称 住所
資本金又は

出資金

主要な事業

の内容

議決権の所有

(被所有)割合
関係内容

所有割合

(％)

被所有割合

(％)

(連結子会社)

㈱雪国商事  (注)1 新潟県南魚沼市 百万円10 その他 100.00 －

燃料油等の購入、製品の販売

役員の兼任・派遣あり

債務保証あり

㈲今町興産  (注)2 新潟県南魚沼市 百万円3 茸
100.00

 (100.00)
－

原材料の仕入

役員の派遣あり

㈱雪国バイオフーズ

             (注)1,3

新潟県南魚沼市 百万円495 もやし・

カット野菜

100.00

   (6.40)
－

もやし、カット野菜の生産委託

役員の兼任・派遣あり

資金援助及び債務保証あり

㈱トータク   (注)1,4 東京都中央区 百万円241 その他
99.47

   (0.37)
－

製品の加工委託

役員の兼任・派遣あり

債務保証あり

雪国舞茸(長春)生物

技術有限公司 (注)1,6

中華人民共和国

吉林省
人民元59,350,000 茸 100.00 －

役員の兼任・派遣あり

資金援助及び債務保証あり

青島東冷食品有限公司

             (注)5

中華人民共和国

山東省
米ドル600,000 その他

100.00

 (100.00)
－

製品の加工委託

役員の派遣あり

ユキグニマイタケ

コーポレーション

オブアメリカ

アメリカ合衆国

ニューヨーク州
米ドル600,000 茸 100.00 －

当社の製品販売等

役員の兼任・派遣あり

資金援助あり

ユキグニマイタケマ

ニュファクチャリン

グコーポレーション

オブアメリカ (注)1

アメリカ合衆国

ニューヨーク州
米ドル1,500,000 茸 100.00 －

役員の兼任・派遣あり

資金援助あり



（１）会社の経営の基本方針

当社グループは、「食品の生産・販売事業を通じ、健康によい高品質な食品を社会に提供し、国民生活の充実と

食文化の繁栄に貢献する」ことを基本理念として掲げ、茸事業やもやし・カット野菜事業を核とした企業活動を通

じて、株主、顧客、社員及び地域社会に貢献すると共に、企業価値の向上を目指してまいります。

（２）目標とする経営指標

当社グループは、2013年度から2015年度までの３年間を対象期間とする中期経営計画を策定し、以下の目標を掲

げ、その達成に向けてグループ総力を挙げて取り組んでまいります。

（平成25年２月８日公表 中期経営計画の連結業績目標）

（単位：百万円）

（３）中長期的な会社の経営戦略

当社グループを取り巻く経営環境は、食料品の低価格化の進行、少子高齢化、気候の温暖化等厳しい環境が見込

まれております。その中で、当社グループは、社是である「良品で社会に貢献」という原点に立ち戻り、商品の差

別化を訴求すると共に品質改善・原価改善を徹底的に追求し、中期的な経営目標の達成に向けて取り組んでまいり

ます。

なお、中期的な基本戦略は以下のとおりであります。

＜基本戦略＞

①国内茸事業

当社はまいたけ・ぶなしめじ・えりんぎの３品を主力としています。

当社主力商品であるまいたけに関しては、その食材としての価値及び健康の保持増進機能を、お客様に改め

て訴えることにより、当社の牙城としての地位を一層確固たるものにしてまいります。ぶなしめじに関し

ては、栽培方法の改良により、他社製品との差別化を図り、拡販を図ってまいります。えりんぎに関しては、

品質の改善を迅速に進めてまいります。

②国外茸事業

中国における茸市場は極めて魅力的な市場と考えています。現状当社は中国吉林省長春市でえのき茸の製造

販売を行っていますが、マーケット分析の速度を上げ、最適生産・最適販売により中国市場の攻略を進めてま

いります。

③カット野菜・もやし事業

当社がトップシェアを確保している加熱調理用カット野菜市場では、大手量販店の参入等により競争が激化

していますが、野菜市場のあるべき姿を策定し、市場の確保に努めてまいります。デフレ下においても、

もやし事業は堅調に推移してきましたが、今後は特に鮮度・物流を勘案した事業モデルを構築し、拡販に

努めてまいります。

④機能性食品事業

当社は、まいたけが有する健康保持増進成分を利用して様々な健康補助食品を製造・販売しています。今後

機能性食品事業の体制見直しを行い、海外に対する販売体制を構築してまいります。

（４）会社の対処すべき課題

当連結会計年度において２期連続の赤字決算となったことを受けて、当社グループは、前述のとおり、グループ

の総力を挙げて業績の回復に取り組んでまいります。

また、財務面では業績の悪化により、有利子負債の増加、自己資本比率の低下など財務指標が劣化しており、財

務健全性の確保が喫緊の課題であります。全事業について、徹底的なコストダウンを図り業績の回復を図るととも

に、資本強化、有利子負債削減に向けた対策に取り組んでまいります。

３．経営方針

2013年度

（平成26年３月期）

2014年度

（平成27年３月期）

2015年度

（平成28年３月期）

売上高 29,000 30,000 30,500

経常利益 800 1,700 2,200

当期純利益 1,000 1,500 1,500



４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

（単位：百万円）

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,195 2,254

受取手形及び売掛金 2,622 2,256

商品及び製品 1,287 1,169

仕掛品 1,864 1,650

原材料及び貯蔵品 684 704

繰延税金資産 198 103

その他 573 589

貸倒引当金 △1 △0

流動資産合計 8,425 8,728

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 30,032 30,074

減価償却累計額 △17,030 △17,569

建物及び構築物（純額） 13,002 12,504

機械装置及び運搬具 7,595 8,348

減価償却累計額 △4,249 △4,739

機械装置及び運搬具（純額） 3,346 3,609

工具、器具及び備品 3,984 4,026

減価償却累計額 △2,115 △2,267

工具、器具及び備品（純額） 1,868 1,759

土地 7,918 7,929

リース資産 1,785 2,279

減価償却累計額 △476 △844

リース資産（純額） 1,308 1,435

建設仮勘定 941 660

有形固定資産合計 28,386 27,898

無形固定資産 419 465

投資その他の資産

投資有価証券 283 265

繰延税金資産 1,790 1,435

その他 1,240 737

貸倒引当金 △98 △50

投資その他の資産合計 3,216 2,387

固定資産合計 32,021 30,751

繰延資産

社債発行費 36 15

繰延資産合計 36 15

資産合計 40,484 39,495



（単位：百万円）

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 959 1,171

短期借入金 10,001 13,599

未払法人税等 76 121

賞与引当金 186 11

未払金 2,524 2,692

その他 2,646 2,300

流動負債合計 16,395 19,897

固定負債

社債 3,600 2,115

長期借入金 14,181 13,494

リース債務 1,282 964

退職給付引当金 48 82

役員退職慰労引当金 57 －

その他 749 698

固定負債合計 19,919 17,354

負債合計 36,315 37,252

純資産の部

株主資本

資本金 1,605 1,605

資本剰余金 2,262 2,262

利益剰余金 1,954 △138

自己株式 △1,514 △1,514

株主資本合計 4,308 2,214

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △8 4

繰延ヘッジ損益 △30 △0

為替換算調整勘定 △167 △34

その他の包括利益累計額合計 △205 △29

新株予約権 64 56

少数株主持分 1 1

純資産合計 4,169 2,243

負債純資産合計 40,484 39,495



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

売上高 26,042 26,509

売上原価 20,749 19,769

売上総利益 5,293 6,740

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 567 617

運賃 2,480 2,628

販売手数料 1,240 1,253

報酬及び給料手当 1,647 1,407

賞与引当金繰入額 39 3

退職給付費用 28 31

役員退職慰労引当金繰入額 5 7

減価償却費 223 154

雑費 1,468 1,108

販売費及び一般管理費合計 7,701 7,211

営業損失（△） △2,407 △471

営業外収益

受取利息 1 1

受取配当金 1 1

固定資産賃貸料 81 84

デリバティブ収益 － 18

為替差益 4 125

雑収入 38 53

営業外収益合計 128 286

営業外費用

支払利息 615 689

投資事業組合運用損 26 19

シンジケートローン手数料 128 206

雑損失 197 283

営業外費用合計 967 1,199

経常損失（△） △3,247 △1,384

特別利益

固定資産売却益 1 11

負ののれん発生益 23 －

関係会社出資金売却益 － 71

新株予約権戻入益 11 15

役員退職慰労引当金戻入額 371 －

特別利益合計 407 97



（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

特別損失

固定資産売却損 9 0

固定資産除却損 18 40

投資有価証券評価損 4 －

関係会社出資金売却損 － 63

減損損失 410 －

損害賠償金 － 49

特別損失合計 442 152

税金等調整前当期純損失（△） △3,282 △1,439

法人税、住民税及び事業税 58 83

法人税等調整額 △1,193 436

法人税等合計 △1,134 519

少数株主損益調整前当期純損失（△） △2,147 △1,959

少数株主利益 24 0

当期純損失（△） △2,171 △1,959



（連結包括利益計算書）

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

少数株主損益調整前当期純損失（△） △2,147 △1,959

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 5 13

繰延ヘッジ損益 10 29

為替換算調整勘定 △21 132

その他の包括利益合計 △5 175

包括利益 △2,153 △1,783

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △2,180 △1,783

少数株主に係る包括利益 26 0



（３）連結株主資本等変動計算書等

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

株主資本

資本金

当期首残高 1,605 1,605

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,605 1,605

資本剰余金

当期首残高 2,262 2,262

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,262 2,262

利益剰余金

当期首残高 4,493 1,954

当期変動額

剰余金の配当 △361 △133

当期純損失（△） △2,171 △1,959

自己株式の処分 △4 －

当期変動額合計 △2,538 △2,093

当期末残高 1,954 △138

自己株式

当期首残高 △1,321 △1,514

当期変動額

自己株式の処分 16 －

自己株式の取得 △208 △0

当期変動額合計 △192 △0

当期末残高 △1,514 △1,514

株主資本合計

当期首残高 7,039 4,308

当期変動額

剰余金の配当 △361 △133

当期純損失（△） △2,171 △1,959

自己株式の処分 11 －

自己株式の取得 △208 △0

当期変動額合計 △2,731 △2,093

当期末残高 4,308 2,214



（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △13 △8

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5 13

当期変動額合計 5 13

当期末残高 △8 4

繰延ヘッジ損益

当期首残高 △40 △30

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 10 29

当期変動額合計 10 29

当期末残高 △30 △0

為替換算調整勘定

当期首残高 △142 △167

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △24 132

当期変動額合計 △24 132

当期末残高 △167 △34

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △197 △205

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8 175

当期変動額合計 △8 175

当期末残高 △205 △29

新株予約権

当期首残高 59 64

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4 △8

当期変動額合計 4 △8

当期末残高 64 56

少数株主持分

当期首残高 179 1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △177 0

当期変動額合計 △177 0

当期末残高 1 1



（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

純資産合計

当期首残高 7,081 4,169

当期変動額

剰余金の配当 △361 △133

当期純損失（△） △2,171 △1,959

自己株式の処分 11 －

自己株式の取得 △208 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △181 167

当期変動額合計 △2,912 △1,925

当期末残高 4,169 2,243



（４）連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △3,282 △1,439

減価償却費及びその他の償却費 2,680 1,814

退職給付引当金の増減額（△は減少） △11 33

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △413 △57

減損損失 410 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 △48

賞与引当金の増減額（△は減少） △63 △176

固定資産除売却損益（△は益） 26 29

投資事業組合運用損益（△は益） 26 19

受取利息及び受取配当金 △3 △3

支払利息 615 689

シンジケートローン手数料 128 206

売上債権の増減額（△は増加） △960 399

たな卸資産の増減額（△は増加） 380 329

仕入債務の増減額（△は減少） 800 65

未払消費税等の増減額（△は減少） 15 222

その他 191 △154

小計 536 1,930

利息及び配当金の受取額 1 3

利息の支払額 △617 △687

シンジケートローン手数料の支払額 △204 △170

損害賠償金の支払額 － △49

法人税等の支払額 △207 △51

営業活動によるキャッシュ・フロー △491 974

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △70 △824

定期預金の払戻による収入 99 54

有形固定資産の取得による支出 △4,186 △1,680

有形固定資産の売却による収入 9 9

少数株主からの関係会社出資金の取得による支出 △177 －

関係会社出資金の売却による収入 － 523

関係会社の減資による収入 161 －

無形固定資産の取得による支出 △100 △52

貸付金の回収による収入 11 11

その他 220 △43

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,033 △2,003



（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,456 3,225

長期借入れによる収入 7,382 5,140

長期借入金の返済による支出 △4,825 △5,495

社債の発行による収入 1,755 －

社債の償還による支出 △1,230 △1,487

自己株式の売却による収入 10 －

自己株式の取得による支出 △208 △0

配当金の支払額 △361 △133

セール・アンド・割賦バックによる収入 － 648

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △240 △375

割賦債務の返済による支出 △310 △419

その他 △64 98

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,361 1,200

現金及び現金同等物に係る換算差額 △16 42

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,179 213

現金及び現金同等物の期首残高 2,344 1,165

現金及び現金同等物の期末残高 1,165 1,379



該当事項はありません。

１ 連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社数 ８社

連結子会社名は、「２.企業集団の状況 関係会社の状況」に記載のとおりであります。

(2）主要な非連結子会社の名称等

㈱トミオカ

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から除いておりま

す。

２ 持分法の適用に関する事項

非連結子会社（㈱トミオカ）及び関連会社（㈱パワーステーション新潟）については、それぞれ当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、これらの会社に対する投資勘定については、持分法を適用せず

原価法により評価しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちユキグニマイタケコーポレーションオブアメリカ、ユキグニマイタケマニュファクチャリングコ

ーポレーションオブアメリカ、雪国舞茸（長春）生物技術有限公司及び青島東冷食品有限公司の決算日は、12月31日

であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、連結決算日までの期間に

発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４ 会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書

を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

② たな卸資産

商品・原材料・貯蔵品

主として移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

また、在外子会社２社は原材料については先入先出法による原価法を採用しております。

製品・半製品・仕掛品

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

③ デリバティブ

時価法

（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）



(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）……定額法

当連結会計年度より、当社及び国内連結子会社については、全ての有形固定資産について定額法に変更して

おります。また、在外連結子会社につきましては、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物

７年～50年

機械装置及び運搬具

２年～13年

無形固定資産（リース資産を除く）……定額法

ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

リース資産

原則的にリース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって処理しております。

長期前払費用……均等償却

(3）重要な繰延資産の処理方法

社債発行費

社債償還期間にわたる利息法

(4）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。

③ 退職給付引当金

当社及び連結子会社のうち１社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

また、当社の執行役員の退職慰労金の支払に備えるため、執行役員退職慰労金規程（内規）に基づく当連結会

計年度末要支給額を計上しております。

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しております。



(6）重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

金利スワップ取引、原油スワップ取引、為替予約取引

・ヘッジ対象

借入金及び社債の利息、燃料油購入価格、外貨建予定取引

③ ヘッジ方針

将来の金利変動リスクを軽減することを目的としております。

燃料油購入における価格変動リスクに備えることを目的としております。

外貨建予定取引における将来の為替相場変動リスクを一定の範囲内に軽減することを目的としております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３カ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

従来、当社及び国内子会社は、有形固定資産の減価償却方法について定率法（ただし、平成10年４月１日以後

に取得した建物（建物付属設備は除く）と、それに対する資本的支出及びリース資産については定額法）を採用

しておりましたが、当連結会計年度より全ての有形固定資産について定額法に変更しております。

この変更は、主要な商品である茸の収獲実績を考慮し、生産数の急激な増減はなく安定的に生産されており、

現有する茸生産設備や建物等について維持コストの見直しを行った結果、著しい陳腐化や物理的劣化が発生しに

くいことが判明したため、時の経過に応じて均等に償却することがより適正な期間損益を反映できると判断した

ものであります。

これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の売上総利益は822百万円増加、営業損失は856百万円、経

常損失及び税金等調整前当期純損失はそれぞれ858百万円減少しております。

（売上計上基準の変更）

従来、当社グループの計上基準については、出荷基準を採用しておりましたが、当連結会計年度より着荷基準

に変更しております。

この変更は、売上計上に関する確実性を再検討した結果、着荷基準を採用することにより、売上の計上に関し

客観性並びに確実性が高まり、売上の実態をより適切に反映させることができると判断したものであります。

なお、この変更による影響額は軽微であるため、遡及適用は行っておりません。

（会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示）



１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。

当社は、製品・サービスについて、それぞれ国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開

している「茸」「もやし・カット野菜」の２つを報告セグメントとしております。

「茸」は、まいたけ、えりんぎ、ぶなしめじ等、茸製品の製造販売をしております。「もやし・カッ

ト野菜」は、もやし、カット野菜の製造販売をしております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他食品及び石油類販売等の事

業を含んでおります。

２ 調整額は以下のとおりであります。

        (1)セグメント利益又は損失(△)の調整額 百万円は、セグメント間取引消去 百万円及び主にセグメント

に帰属しない全社費用（一般管理費） 百万円であります。

        (2)セグメント資産の調整額 百万円は、セグメントに帰属しない全社資産であります。

        (3)セグメント負債の調整額 百万円は、セグメントに帰属しない全社負債であります。

        (4)減価償却費の調整額 百万円は、セグメントに帰属しない全社資産に係る減価償却費であります。

        (5)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額 百万円は、本社建物等の設備投資額であります。

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
(注)1

合計
調整額
(注)2

連結財務
諸表計上額

茸
もやし・
カット野菜

計

売上高

外部顧客への売上高 19,529 4,403 23,932 2,109 26,042 － 26,042

セグメント間の内部売上高又は

振替高
12 16 29 1,679 1,708 △1,708 －

計 19,542 4,420 23,962 3,788 27,751 △1,708 26,042

セグメント利益又は損失(△) △1,760 263 △1,496 139 △1,357 △1,050 △2,407

セグメント資産 26,714 6,115 32,830 2,360 35,190 5,293 40,484

セグメント負債 4,755 2,587 7,342 1,647 8,989 27,325 36,315

その他の項目

減価償却費 2,173 275 2,449 99 2,549 40 2,589

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
4,248 28 4,276 316 4,593 3 4,596

△1,050 56

△1,106

5,293

27,325

40

3



当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他食品及び石油類販売等の事

業を含んでおります。

２ 調整額は以下のとおりであります。

        (1)セグメント利益又は損失(△)の調整額 百万円は、セグメント間取引消去 百万円及び主にセグメント

に帰属しない全社費用（一般管理費） 百万円であります。

        (2)セグメント資産の調整額 百万円は、セグメントに帰属しない全社資産であります。

        (3)セグメント負債の調整額 百万円は、セグメントに帰属しない全社負債であります。

        (4)減価償却費の調整額 百万円は、セグメントに帰属しない全社資産に係る減価償却費であります。

        (5)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額 百万円は、本社建物等の設備投資額であります。

３ 「４.連結財務諸表 （５）連結財務諸表に関する注記事項 （会計方針の変更・会計上見積りの変更・修正

再表示）に記載したとおり、従来、当社及び国内子会社は、有形固定資産の減価償却方法について定率法

（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物付属設備は除く）と、それに対する資本的支出及び

リース資産については定額法）を採用しておりましたが、当会計年度より全ての有形固定資産について

定額法を採用しております。これにより、従来の方法と比べて、セグメント利益が、「茸」で748百万円、

「もやし・カット野菜」で67百万円、「その他」で33百万円、「調整額」で７百万円増加しております。

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
(注)1

合計
調整額
(注)2

連結財務
諸表計上額

茸
もやし・
カット野菜

計

売上高

外部顧客への売上高 19,868 4,437 24,306 2,203 26,509 － 26,509

セグメント間の内部売上高又は

振替高
32 87 119 1,466 1,586 △1,586 －

計 19,900 4,524 24,425 3,669 28,095 △1,586 26,509

セグメント利益又は損失(△) △187 314 126 95 222 △693 △471

セグメント資産 27,860 3,065 30,925 2,288 33,214 6,280 39,495

セグメント負債 4,328 2,093 6,421 1,381 7,802 29,449 37,252

その他の項目

減価償却費 1,436 220 1,657 110 1,767 38 1,805

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
884 148 1,033 430 1,464 14 1,479

△693 63

△757

6,280

29,449

38

14



前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

特定の顧客への売上高が、いずれも連結損益計算書の売上高の10％を超えないため、記載を省略して

おります。

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

特定の顧客への売上高が、いずれも連結損益計算書の売上高の10％を超えないため、記載を省略して

おります。

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

該当事項はありません。

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

該当事項はありません。

ｂ．関連情報

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

(単位：百万円)

茸
もやし・

カット野菜
その他 全社共通 合計

減損損失 352 － 58 － 410

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報



前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

当連結会計年度において、茸事業において23百万円の負ののれん発生益を計上しております。これは、企

業結合時の時価純資産が取得価額を上回ったためであります。

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

該当事項はありません。

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

該当事項はありません。

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

（注） 債務保証は、関連会社の金融機関からの借入等に対する保証であります。なお、債務保証の保証料は徴収して

おりません。

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

（注）１上海高榕生物科技有限公司は平成24年７月24日付で当社が出資金を一部譲渡し議決権等の所有割合が５％に低

下したことから、関連当事者ではなくなっております。上記期末残高は、同社が関連当事者に該当しなくなっ

た時点での残高を記載しています。

２成都雪国高榕生物科技有限公司は平成24年7月３日付で当社が出資金を一部譲渡し議決権等の所有割合が５％

に低下したことから、関連当事者ではなくなっています。上記取引金額は、同社が関連当事者であった期間の

取引の残高を記載しています。

３債務保証は金融機関からの借入等に対する保証であります。なお、債務保証の保証料は徴収しておりません。

(ウ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

該当事項はありません。

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

（関連当事者情報）

種類
会社等の名称又
は氏名

所在地
資本金又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事
者との関
係

取引の内
容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高

（百万円）

関連
会社

上海高榕生物科
技有限公司

中華人民共和国
上海市 千人民元

45,000 茸の
製造、販売

（所有）
直接
45.00

－
配当金の
受取

－ 未収入金 64

成都雪国高榕生
物科技有限公司

中華人民共和国
四川省 千人民元

48,000 茸の
製造、販売

（所有）
直接
45.00

－ 債務保証 971 － －

種類
会社等の名称又
は氏名

所在地
資本金又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事
者との関
係

取引の内
容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高

（百万円）

関連
会社

上海高榕生物科
技有限公司

中華人民共和国
上海市 千人民元

45,000 茸の
製造、販売

（所有）
直接
45.00

－
配当金の
受取

－ 未収入金 62

成都雪国高榕生
物科技有限公司

中華人民共和国
四川省 千人民元

48,000 茸の
製造、販売

（所有）
直接
45.00

－ 債務保証 869 － －



(注)１ １株当たり当期純損失金額並びに潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、当期純損失を計上している

ため、記載しておりません。

(注)２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前連結会計年度

(自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 115.15円 61.33円

１株当たり当期純損失金額(△) △60.24円 △55.00円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 － －

前連結会計年度

(自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日)

１株当たり当期純損失金額(△)

当期純損失(△)                                (百万円) △2,171 △1,959

 普通株主に帰属しない金額                      (百万円) － －

 普通株式に係る当期純損失(△)                  (百万円) △2,171 △1,959

 普通株式の期中平均株式数                      (千株) 36,047 35,630

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額                              (百万円) － －

 普通株式増加数                                (千株) － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要
－ －

前連結会計年度

(平成24年３月31日)

当連結会計年度

(平成25年３月31日)

純資産の部の合計額                              (百万円) 4,169 2,243

純資産の部の合計額から控除する金額              (百万円) 66 58

（うち新株予約権） ( )64 ( )56

（うち少数株主持分） ( )1 ( )1

普通株式に係る期末の純資産額                    (百万円) 4,102 2,185

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数                                    (千株)
35,630 35,630

（重要な後発事象）



５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

（単位：百万円）

前事業年度
（平成24年３月31日）

当事業年度
（平成25年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 880 1,888

受取手形 17 6

売掛金 2,195 1,943

商品及び製品 1,211 1,125

仕掛品 1,829 1,605

原材料及び貯蔵品 518 305

前払費用 304 272

繰延税金資産 176 94

未収入金 302 352

関係会社短期貸付金 355 252

その他 18 62

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 7,810 7,908

固定資産

有形固定資産

建物 24,547 24,572

減価償却累計額 △13,888 △14,334

建物（純額） 10,659 10,238

構築物 2,104 2,087

減価償却累計額 △1,642 △1,663

構築物（純額） 462 424

機械及び装置 6,544 7,031

減価償却累計額 △3,643 △4,022

機械及び装置（純額） 2,901 3,008

車両運搬具 112 102

減価償却累計額 △99 △93

車両運搬具（純額） 13 9

工具、器具及び備品 3,603 3,779

減価償却累計額 △1,856 △2,078

工具、器具及び備品（純額） 1,747 1,700

土地 7,066 7,071

リース資産 1,746 2,240

減価償却累計額 △462 △824

リース資産（純額） 1,283 1,416

建設仮勘定 533 105

有形固定資産合計 24,666 23,974

無形固定資産

特許権 18 17



（単位：百万円）

前事業年度
（平成24年３月31日）

当事業年度
（平成25年３月31日）

商標権 12 10

ソフトウエア 126 156

その他 33 22

無形固定資産合計 190 207

投資その他の資産

投資有価証券 176 155

関係会社株式 1,564 1,564

出資金 9 73

関係会社出資金 1,191 957

関係会社長期貸付金 19 79

長期前払費用 219 229

繰延税金資産 1,731 1,392

生命保険積立金 106 112

長期未収入金 87 50

その他 158 193

貸倒引当金 △50 △50

投資その他の資産合計 5,213 4,757

固定資産合計 30,071 28,939

繰延資産

社債発行費 32 14

繰延資産合計 32 14

資産合計 37,914 36,862

負債の部

流動負債

支払手形 － 156

買掛金 783 863

短期借入金 4,050 7,208

１年内返済予定の長期借入金 5,092 5,211

１年内償還予定の社債 1,255 1,264

リース債務 346 394

未払金 2,367 2,395

未払費用 13 10

未払法人税等 18 35

未払消費税等 36 261

預り金 66 129

賞与引当金 171 －

設備関係支払手形 753 99

その他 1 2

流動負債合計 14,956 18,032



（単位：百万円）

前事業年度
（平成24年３月31日）

当事業年度
（平成25年３月31日）

固定負債

社債 3,200 1,815

長期借入金 13,257 13,075

関係会社長期借入金 400 300

リース債務 1,262 950

退職給付引当金 45 81

役員退職慰労引当金 17 －

資産除去債務 11 11

長期未払金 408 536

その他 33 21

固定負債合計 18,637 16,792

負債合計 33,594 34,825

純資産の部

株主資本

資本金 1,605 1,605

資本剰余金

資本準備金 2,262 2,262

資本剰余金合計 2,262 2,262

利益剰余金

利益準備金 230 230

その他利益剰余金

別途積立金 4,420 1,420

繰越利益剰余金 △2,741 △2,031

利益剰余金合計 1,908 △381

自己株式 △1,514 △1,514

株主資本合計 4,262 1,971

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △9 2

繰延ヘッジ損益 2 7

評価・換算差額等合計 △6 9

新株予約権 64 56

純資産合計 4,319 2,037

負債純資産合計 37,914 36,862



（２）損益計算書

（単位：百万円）

前事業年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当事業年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

売上高

商品売上高 2,793 2,514

製品売上高 21,595 22,331

売上高合計 24,389 24,846

売上原価

商品売上原価

商品期首たな卸高 290 287

当期商品仕入高 2,206 2,046

合計 2,497 2,333

商品期末たな卸高 287 367

商品売上原価 2,210 1,966

製品売上原価

製品期首たな卸高 506 689

当期製品製造原価 18,125 16,716

合計 18,631 17,406

他勘定振替高 40 40

製品期末たな卸高 689 515

製品売上原価 17,901 16,850

売上原価合計 20,111 18,816

売上総利益 4,277 6,029

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 567 618

運賃 2,470 2,620

販売手数料 1,242 1,254

報酬及び給料手当 1,498 1,255

賞与引当金繰入額 22 －

役員退職慰労引当金繰入額 5 6

減価償却費 194 131

支払手数料 342 162

車両費 29 27

租税公課 39 31

旅費及び交通費 98 71

法定福利及び厚生費 220 190

地代家賃 173 179

雑費 513 377

販売費及び一般管理費合計 7,419 6,927

営業損失（△） △3,141 △897



（単位：百万円）

前事業年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当事業年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

営業外収益

受取利息 8 1

受取配当金 151 1

固定資産賃貸料 82 85

為替差益 － 131

雑収入 33 35

営業外収益合計 276 255

営業外費用

支払利息 546 607

社債発行費償却 53 17

固定資産賃貸費用 22 27

投資事業組合運用損 26 19

シンジケートローン手数料 128 206

雑損失 70 159

営業外費用合計 848 1,038

経常損失（△） △3,713 △1,680

特別利益

固定資産売却益 1 11

関係会社出資金売却益 － 71

新株予約権戻入益 11 15

役員退職慰労引当金戻入額 368 －

特別利益合計 382 97

特別損失

固定資産売却損 9 0

固定資産除却損 17 25

投資有価証券評価損 4 －

関係会社出資金売却損 － 63

損害賠償金 － 49

関係会社株式評価損 592 －

減損損失 58 －

特別損失合計 682 137

税引前当期純損失（△） △4,014 △1,720

法人税、住民税及び事業税 13 13

法人税等調整額 △1,201 422

法人税等合計 △1,188 436

当期純損失（△） △2,826 △2,156



（３）株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

前事業年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当事業年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

株主資本

資本金

当期首残高 1,605 1,605

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,605 1,605

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 2,262 2,262

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,262 2,262

資本剰余金合計

当期首残高 2,262 2,262

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,262 2,262

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 230 230

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 230 230

その他利益剰余金

別途積立金

当期首残高 4,520 4,420

当期変動額

別途積立金の取崩 △100 △3,000

当期変動額合計 △100 △3,000

当期末残高 4,420 1,420

繰越利益剰余金

当期首残高 352 △2,741

当期変動額

別途積立金の取崩 100 3,000

剰余金の配当 △361 △133

当期純損失（△） △2,826 △2,156

自己株式の処分 △4 －

当期変動額合計 △3,093 709

当期末残高 △2,741 △2,031



（単位：百万円）

前事業年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当事業年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

利益剰余金合計

当期首残高 5,102 1,908

当期変動額

剰余金の配当 △361 △133

当期純損失（△） △2,826 △2,156

自己株式の処分 △4 －

当期変動額合計 △3,193 △2,290

当期末残高 1,908 △381

自己株式

当期首残高 △1,321 △1,514

当期変動額

自己株式の処分 16 －

自己株式の取得 △208 △0

当期変動額合計 △192 △0

当期末残高 △1,514 △1,514

株主資本合計

当期首残高 7,648 4,262

当期変動額

剰余金の配当 △361 △133

当期純損失（△） △2,826 △2,156

自己株式の処分 11 －

自己株式の取得 △208 △0

当期変動額合計 △3,386 △2,290

当期末残高 4,262 1,971

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △16 △9

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6 11

当期変動額合計 6 11

当期末残高 △9 2

繰延ヘッジ損益

当期首残高 14 2

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △12 5

当期変動額合計 △12 5

当期末残高 2 7

評価・換算差額等合計

当期首残高 △1 △6



（単位：百万円）

前事業年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当事業年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5 16

当期変動額合計 △5 16

当期末残高 △6 9

新株予約権

当期首残高 59 64

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4 △8

当期変動額合計 4 △8

当期末残高 64 56

純資産合計

当期首残高 7,706 4,319

当期変動額

剰余金の配当 △361 △133

当期純損失（△） △2,826 △2,156

自己株式の処分 11 －

自己株式の取得 △208 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 8

当期変動額合計 △3,386 △2,282

当期末残高 4,319 2,037



該当事項はありません。

（注）１ １株当たり当期純損失金額並びに潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、当期純損失を計上している

ため、記載しておりません。

（注）２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

（４）個別財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（１株当たり情報）

前事業年度

(自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日)

当事業年度

(自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 119.43円 55.61円

１株当たり当期純損失金額(△) △78.41円 △60.54円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 － －

前事業年度

(自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日)

当事業年度

(自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日)

１株当たり当期純損失金額(△)

当期純損失(△)                  (百万円) △2,826 △2,156

 普通株主に帰属しない金額                      (百万円) － －

 普通株式に係る当期純損失(△)    (百万円) △2,826 △2,156

 普通株式の期中平均株式数                      (千株) 36,047 35,630

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額                              (百万円) － －

 普通株式増加数                                (千株) － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要
－ －

前事業年度

(平成24年３月31日)

当事業年度

(平成25年３月31日)

純資産の部の合計額                              (百万円) 4,319 2,037

純資産の部の合計額から控除する金額              (百万円) 64 56

（うち新株予約権） ( )64 ( )56

普通株式に係る期末の純資産額                    (百万円) 4,255 1,981

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数                                    (千株)
35,630 35,630

（重要な後発事象）

６．その他
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